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「障害者刑事弁護」の必要性

でたらめな調書が作られる

防御能力が弱い

被誘導性・迎合性

刑務所に入っても意味薄い

支援が受けられていない



障害者刑事弁護

大阪弁護士会の取組み

障害者刑事弁護名簿

在宅高齢者・障害者刑事被疑者
弁護援助事業

大阪モデル 福祉専門職との連携



支援者にお願いしていること

別添資料

当番弁護士制度の紹介

当番弁護士の要請電話



環境調整
ケース会議出席

受入先探し

支援計画書作成

証人尋問への協力

支援者にお願いしていること



最大72時間

勾留逮捕

時間の制限なし

障害者刑事弁護

最大20日間

（10日間+延長最大10日間）

釈放

起訴 裁判

釈放

処分保留

不起訴

任意の取調べ

取
調
べ

処分保留

不起訴

捜査 裁判（公判）～

当番弁護士 国選弁護人

在宅高齢者・障害者
刑事被疑者弁護援助事業

障害者刑事
弁護人名簿

障害者刑事
弁護人名簿

環境調整

取
調
べ



起訴 裁判

裁判（公判）

冒頭手続 証拠調べ 論告・弁論 判決

公判前整理手続

障害者刑事弁護

大阪モデル 福祉専門職と連携

支援計画書

環境調整

ケース会議

受入先探し

証人尋問



服役 出所

出所後住むところ（帰住先）の調整

決まっていないとき：特別調整

決まっていれば：仮釈放も

成年後見制度






